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β本学術会霧だより 協6．6

マン・システム・インターフェース（人問，と

高度技術化社会）特別委員会設置’さる
昭和62年8月日本学術会議広報委員会

　日本学術会議では，特別委員会が追加設置され，活動を開始しました。ま之，現在第14期（昭

和63年7月22日より3年間）会員の選出手続きが進められています。今回の「日本学術会議だよ

｝）」では，これらの概要に加え，て，来年度に開催される共同主催国際会議及び研究連絡委員会報

告等についてお知らせします。

マン・システム・インターフェース（人間と高

度技術化社会）特別委員会

　日本学術会議は，昭和62年4月の第102回総会において新
たに「マン・システム・インターフェース（人間と高度技

術化社会）特別委員会」を設置した。

　高度な技術革新とその急速な浸透により，現代の社会は

いわゆる「高度技術化社会」ということができる。すなわ

ち，今日社会の各分野で，化学プラントや原子力発電所等
に見られるごとく「システムの巨大化」が進むとともに，

OA機器などのように「高度技術の大衆化」等も起こってき
ている。

　「高度技術化社会」においては，機械システム又はソフ

トシステムに対する人間の役割が，従来のものと大幅に変

化しており，人間は新たに重要な役割を担うようになって

きている。これらの人間の役割を軽減したり代替するため
に各種のインターフェースが設計され，装備されている。

　これらのインターフェースは，人間一システム系の信頼
性・安全性を高める上で極めて重要である。従って「高度
技術化社会」を維持・発展させるためには，この方面の研

究，開発が今後ますます重点的に行われなければならない。

　しかし，現実には「高度技術化社会」における「システ

ムの巨大化」や「高度技術の大衆化」に対して，人間は個

人としても，社会としても，必ずしも十分な対応・受容が

できているとは言えない。人間の能力を超えるシステムが
技術的に実現したことによって，かえって人間としせの生

甲斐を喪失する人も一部に生じている。その結果，いわゆ

るテクノストレスの状態に陥ったり，人間味の喪失による

不適応状況に悩む者が増加している。これはまた，人間一

システム系のヒューマン・エラーによる大事故の一因とも

なっている。また「高度技術化社会」から取り残されたと

感じる人々の中には，種々の回避的ないし攻撃的な不適応

行動を呈する者もみられ，今後，大きな社会問題となるこ
とが予想される。

　「高度技術化社会」では，以上のような諸問題に対する

対処策ないしは予防策のみでなく，人間性の回復・維持の

問題を含めて，十分な対応が講ぜられる必要がある。

　以上の観点に立って，このような問題を学際的かつ総合
的に検討するために特別委員会を設置することとした。

　日本学術会議第13期は，その活動期間を1年余残すのみ

になって，いるが，この問題の重要性に鑑み，期の途中であ

るが着手することとした。

日本学術会議会員選出制度

　日本学術会議は，210人の会員をもって組織されている

が，その会員は次の手続きにより選出（推薦）される。現

在第14期会員（任期：昭和63年7月22日から3年間）を選
出（推薦）するための手続きが進められているところである。
．〔手続概略〕

1　会員の候補者を選定し，及び推薦人（会員の推薦に当

　たる者）を指名することを希望する学術研究団体は，日

　本学術会議に登録を申請する（昭和62年6月30日締切｝））。

　　申請する場合には，その学術研究団体の目的とする学

　術研究の領域と関連する研究連絡委員会を届け出なけれ

　ばならない。届け出られた研究連絡委員会が『関連研究
　連絡委員会』（3参照）である。

　　関連研究連絡委員会により区分された学術研究の領域
　（以下「学術研究領域」という。）ごとに，会員の候補者

　及ぴ推薦人を届け出ることになる。

2　日本学術会議会員推薦管理会は，この申請を審査し，

　その学術研究団体が所定の要件を満たすものであるとき

　は，関連研究連絡委員会その他の事項を登録する。
　　登録された学術研究団体が「登録学術研究団体」である。

3　登録学術研究団体が届け出た関連研究連絡委員会が複

　数あるときは，日本学術会議会長は，登録学術研究団体

　の意見を聴いて関連研究連絡委員会を限定（指定）する
　（11月30白までに指定）。

4　登録学術研究団体は，その構成員である科学者のうち
　から，会員の候補者を「学術研究領載」ごとに選定し，

　日本学術会議に届け出る（昭和63年2月1日締切『））。

5　日本．学術会議会員推薦管理会は，届け出られた会員の

候補者が会員の資格を有する者であるかどうか・認定する。

6　登録学術研究団体は，その構成員である科学者のうち

　から，推薦人を「学術研究領域」ごとに指名し，日本学

　術会議に届け出る（2月20日締切り）。

7　推薦人は，「学術研究領域」ごとに，日本学術会議会員

推薦管理会が会員となる資格を有すると認定した会員の

候補者のうちから，会員として推薦すべき者及び補欠の

　会員として推薦すべき者を選考・決定する（5月中旬～6
　月上旬）。

8　推薦人は，会貝として推薦すべき者及び補欠の会員と

　して推薦すべき者を，日本学術会議を経由して，内閣総

理大臣に推薦する（6月中旬）。

9　内閣総理大臣は，その推薦に基づいて，会．貝を任命す
　る　（7月22日）。
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昭和63年度共同主催国際会議

　本会議は，昭和28年以降毎年おおむね4件の学術関係国

際会議を関係学術研究団体と共同主催しているが，昭和63

年度は次の4国際会議を我が国において開催することとし
た。（昭和62年6月16日（火）閣議了解）

国際家族法学会第6回世界会議

　開催期間：昭和63年4月6日～12日
　開催場所＝日本大学会館（東京都）
　共催団体：日本家族〈社会と法＞学会
第9回世界地震工学会議

　開催期間：昭和63年8月2日｛一9日
　開催場所：ホテルニューオオタニ（東京都），国立京
　　　　　　　　都国際会館（京都市）

　共催団体二土木学会，日本建築学会，土質工学会，
　　　　　　　　日本機械学会，地震学会，震災予防協会
第8回国際内分泌学会議

　開催期間：昭和63年7月17日～23日
　開催場所：国立京都国際会館（京都市）

　共催団体：日本内分泌学会
第5回国際植物病理学会議

　開催期間：昭和63年8月20日～27日
　開催場所：国立京都国際会館（京都市）
　共催団体：日本植物病理学会，日本植物防疫協会

我が国の理科教育について（意見）

一日本学術会議科学敦青研究連絡委員会報告一

．本研究連絡委貝会は，かねて我が国と世界各国との学校

における理科教育の実態について関心を持ち比較を行って

きたが，昨年教育課程審議会の発表した教育課程改定の大

綱に関する中間報告と各教科の時間数に関する試案は，我
が国の理科教育の世界の動向からの逸脱をはっきりさせた

ものとして，深い憂慮の念を示すものである。

　意見（要旨）

　第2次大戦後，科学技術立国は我が国の国是であった。

この方向に資するため，我が国は学校における理科教育の

振興に努め，大学における科学・技術の教育・研究にも多

大の力を注いできた。しかるに，現今の国の施策を見ると，

上述の方向とは逆行するものが増えていると言わねばなら

ない。今回の中間報告に見られる小学校低学年理科の廃止，

小学校から中学校まで9年間の理科の時間数は昭和43年に

比べて6～7時間の減，高等学校においては，昭和35年に

6単位（4科目必修）が昭和53年に4単位（理科1のみ必
修）となり今回もそれが引き継がれようとしている。

　学校教育における時間数の削減は必ずしも他の教科にな

かった現象ではないが，理科においてその減少が特に顕著

であった。我々はこの点について強い危機感を抱くもので

あるが，その理由は理科に関する教育は児童・生徒の心身

の発達に見合って，その内容を設定していく必要があるか

らで，時間数の削減がその適期を逸する恐れが強くなった

からである。我々は，今後の理科教育において次の手当が
なされるぺきであると考える。

1　小学校においては，健全な自然観の育成を目標とし，

　低学年の理科も存続させる。

2　中学校・高等学校においては，科学技術に生きる人間

　としての能力を育成するため充分の時間を確保する。
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地区会犠活動について

　日本学術会議は，全国を，北海道，東北，関東，中部，

近畿，中国・四国，九州・沖糧の7ブロックに分け，「地区
会議」を組織している。

　これらの地区会議は，運営審議会附置広報委貝会の下に

置かれ，学術会議の各部・委貝会等の活動状況を各地区内

の科学者等に周知し，また，学術会議に対する意見，要望

を汲み上げて，学術会議と科学者との意志疎通を図るとと

もに，地域社会の学術の振興に寄与することを目的として
いる。

　各地区会議は，原則として，当該地区に居住，あるいは

勤務している学術会議会貝の中から各部（第1部一第7部）

1人ずつ計7人をもって構成することとされているが，該
当する会員全員を構成貝としている地区も多い。また，部
によっては，該当する会員のいない地区があ融），その場合

には研究連絡委貝会委員を構成員としている。

　各地区会議は，構成員である会員の中から代表幹事1人

（関東地区のみ2人）を選ぴ，その主宰者としている。

　さらに，各地区会議には，その活動に関する事務を処理
するために，「地方連絡委貝」を置いている。この地方連絡

委貝には，北海道地区会議は北海道大学，東北地区会議は

東北大学，中部地区会議は名古屋大学，近畿地区会議は京

都大学，中国・四国地区会議は広島大学，九州・沖縄地区

会議は九州大学の事務局長以下6～10人の職員が委嘱され

ている。各地区会議は，これらの各大学事務局職員の多大

な協力の下に運営されているのである。

　各地区会議は，前述の目的を果たすために，科学者との

懇談会・学術講演会等の開催，地区会議ニュースの発行等

の事業を活発に行っている。先般，運営審議会で決定され

た今年度の各地区会議事業計画によると，全国各地で，科

学者との懇談会は12回，学術講演会は14回それぞれ開催さ
れる予定である。

＿一一一一＿日本学術会議主催公開講演会

　本会議は，学術の成果を広く国民生活に反映浸透させる

という日本学術会議法の主旨に沿うため，公開講演会を主

催していますが，昭和62年度には，本会議会貝（演者）に

よる公開講演会を次のとおり3回企画しています。
　開催日・演者等詳細は決定次第新聞広告等でお知らせす

る予定ですが，多数の方々のご来場をお願いします。

　テーマ1：「高度情報化社会」に関するもの
　　　　　　開催地　東京
　テーマ2：「科学の進歩と人間社会」に関するもの

　　　　　　開催地　京都
　テーマ3：「マン・システム・インターフェース」に関

　　　　　　するもの

　　　　　　開催地　東京

　多数の学術研究団体の御協力により，「日本学術会

議だより」を掲載していただくことができ，ありがと

うございます。

なお・御意見●お問い合わせ等が劫ましたら下記1

ま鞠寄驚鮭総慧会1
　　　　　　　　　（日本学術会議事務局庶務課）

　　　　　　　　　　　電話　03（403）6291
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